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2022 年 12 月定例県議会 代表質問

2022 年 12 月９日

日本共産党 宮川えみ子県議

日本共産党の宮川えみ子です。代表質問を行います。

一、県政運営について

長引く新型コロナウイルス感染症の影響やウクライナ戦争、アベノミクスによる円安

株高政策の下、物価の高騰が国民・県民生活を直撃しています。また、資材高騰で中小

業者や農業者の経営は深刻です。

ところが、岸田政権はアベノミクスに固執し、対応不能に陥っています。医療や介護

の負担増を次々押しつけ、物価対策は電気・ガス料金の一時的対策に終始しています。

閣僚の辞任も次々と続きました。世論調査（共同通信 10/29～30）では、国民の７割が

岸田政権の経済対策を期待できないとしています。

県知事選挙が 10 月 30 日投票で行われ、内堀知事は三選を果たされました。わが党は

「みんなで新しい県政をつくる会」の草野芳明氏を推薦し、東京電力福島第一原子力発

電所の汚染水・ＡＬＰＳ処理水の海洋放出ストップ、学校給食費無料化、住民合意のな

い県立高校統廃合の凍結・見直しなどを掲げてたたかいました。

内堀知事は、最大の争点となった汚染水・ＡＬＰＳ処理水の海洋放出問題の賛否につ

いて、地元紙アンケートで、「どちらでもない」と回答、原発再稼働や国政問題につい

ても「その他」と回答しました。政策論争を避けたことは、低投票率につながりました。

東日本大震災と原発事故から 11 年８カ月が経過、その後も本県は大規模災害に相次

いで見舞われ、その支援も引き続き求められています。国待ちの姿勢ではなく、暮らし

と生業への直接支援を躊躇なく打ち出していくことが求められます。

三期目の県政運営に当たっては、原発対応、コロナ対策、物価高騰対策など県政の諸

課題について県民の声に真摯に耳を傾け、国に対して「言うべきことは言う」の姿勢で

臨み、県民の命と暮らしを守ることに重点を置いた「福祉型県政」への転換を進めるべ

きと思いますが、知事の考えを尋ねます。

二、敵基地攻撃能力の保有を含めた防衛費の大幅増額方針の撤回について

岸田首相は、軍事費を 2027 年度までの５年間で総額 43 兆円とする方針です。国民１

人当たり年間４万円もの負担増です。11 月 22 日に提出された有識者会議の報告は、憲

法違反の敵基地攻撃能力保有を不可欠とし、軍拡財源の負担は、幅広い税目による負担

が必要としていますが、軍拡のための増税押しつけは許されません。

日本共産党は 11 月 18 日～19 日にトルコ・イスタンブールで開かれた平和・友好・
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調和・共栄の「アジア共同体」をビジョンに掲げ、すべての政党に開かれたアジア政党

国際会議（ＩＣＡＰＰ）に参加しました。30 か国１地域から 69 の政党の参加で、ブロ

ック政治を回避する・競争よりも協力を・アジアでの軍事ブロックの解消と非同盟・中

立こそアジアの本流とした「イスタンブール宣言」を採択しましたが、日本共産党がこ

の会議に向けて提案してきたことが盛り込まれました。自民党はこの会議に参加せず、

外交不在、軍事一辺倒の立場を象徴するものです。

憲法９条を持つ国として、軍事拡大ではなく平和を構築する外交努力こそ行うべきで

す。県民の命と暮らしを守るため、

敵基地攻撃能力の保有を含めた防衛費の大幅な増額方針の撤回を国に求めるべきと

思いますが、県の考えを尋ねます。

三、物価高騰から暮らしと生業を支援することについて

日本共産党は 11 月 10 日、物価高騰から暮らしと経済を立て直す緊急提案を発表しま

した。賃上げ、消費税の緊急減税、社会保障と教育支援、中小企業・小規模事業者支援、

食料・エネルギーの自給率向上を提案しています。

賃金の引き上げについては、500 兆円にものぼる大企業の内部留保金の一部、アベノ

ミクス以降に増やした内部留保分 150 兆円に毎年２％、５年間の時限的な課税で、生ま

れる税収 10 兆円を財源に、中小企業の社会保険料の事業者負担を軽減し、賃上げを直

接支援することです。課税対象から賃上げや「グリーン投資」分を控除する事で賃上げ

と投資を促します。

この提案は「福島県の最低賃金地方審議会」が国に要望していることとも合致してい

ます。また、「全労連と国民春闘共闘委員会」が行った国会議員から政策を聞く会では、

自民党の議員も内部留保を中小企業に向けて使わなければ社会がもたないと語ってい

ます。

① 中小企業を支援するための財源を確保し、最低賃金を全国一律時給 1,500 円に引き

上げるよう国に求めるべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

消費税減税こそ今求められています。複数税率を口実に来年 10 月からのインボイス

実施に向けて登録が始まっていますが、制度の中止を求める動きが急速に広がっていま

す。11 月 16 日に設立された声優・アニメ・演劇・漫画の業界に関する有志でつくる４

団体が取り組んだアンケートでは、回答者の半分が年収 300 万円以下、インボイスで廃

業をせざるを得ないと答え、本県出身の西田敏行氏が理事長をしている日本俳優連合も

制度実施中止を求める声明を発表しました。

事業登録をしなければ取引からはじかれるため、今まで納税の義務のない売り上げ

1,000 万円以下の事業者もインボイス登録を余儀なくされ、町の中ではひとり親方や零

細業者などから事業が続けられるかどうかと深刻な声です。



3

全国で 70 万人の会員がいるシルバー人材センター会員もわずかな収入の中から消費

税を払うことになります。各自治体からの見直しや中止を求める意見書も、今年だけで

289 件も増え 543 件になりました。

② 適格請求書等保存方式いわゆるインボイス制度の導入中止を国に求めるべきと思い

ますが、県の考えを尋ねます。

事業者の借り入れは限界に来ています。東京商工リサーチの調査では、今後倒産は増

え続けるとしています。雇用調整助成金、休業支援金は、新型コロナ感染症が収束する

まで延長を国に求め、県として臨時交付金を活用し支援金を支給すべきです。県内の各

自治体も何とかこの窮状を乗り切ってもらいたいと小規模事業者を中心に支援を行っ

ています。川俣町では 2019 年比で売り上げが減少した小規模事業者に直接支援を行っ

てきましたが、11 月臨時議会でさらに給付金を支給することにしました。

③ 売上げが減少した事業者に対し、支援金を給付するよう国に求めるとともに、県と

しても支援金を給付すべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

学校給食費の無料化の訴えは、今度の知事選で大きな反響をよびました。暮らしの困

難が切実だと実感しました。親は自分で食べなくても子どもにはお金を持たせるといい

ます。今まで支援がなかったいわき市も、さる９月議会の共産党市議の質問に対し、市

長が来年度から多子世帯に支援を検討すると答えました。また郡山市では３学期は給食

費を全額無料に、平田村では来年４月から小・中・こども園まですべて完全無料化にな

ります。すでに県内 75％の市町村が無料化や補助を実施するまでになりました。国会

でも、文科省が無償化は自治体の判断で可能としています。

④ 市町村立小中学校の給食費の無償化を県の事業として実施すべきと思いますが、県

教育委員会の考えを尋ねます。

今年度から、高校入学時には必ずタブレット端末が必要になりました。購入に５万円

もかかり、入学時には制服などの費用も必要なので、経済的に厳しい家庭が増えている

中、深刻です。今後の岩手県を含め、全国半数の 24 府県が無償貸与することになりま

す。

⑤ 県立高校における１人１台タブレット端末は、無償貸与すべきと思いますが、県教

育委員会の考えを尋ねます。

コロナの影響で 2020 年、21 年は消費支出が減少しましたが、総務省の家計調査では

最も所得が低い層の消費支出は全く変わっていません。所得があまりにも低いので減ら

すことができないのです。お風呂は我慢して、電子レンジでチンしたタオルで体をふく

だけ、子どもの友人が遊びに来ていた時電気が止まって「停電かな」と言って母親はご
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まかした、など切ない声が届いています。

「社会福祉法人福島いのちの電話広報誌令和４年秋号」の報告では、１月～８月まで

の全国の自殺者は 71 人の減少ですが、本県は５人増加です。男性は 99 人減っているの

に、女性が 170 人も増加していますが、男女の賃金格差など、経済状況の悪化と自殺の

増加は相関関係があると指摘しています。

国は 2013 年から生活保護費の引き下げを行ってきましたが、削減を違法とする判決

が相次いでいます。生活保護を基準としている各種制度も影響を受け、就学援助の対象

者の基準も下げられています。

前年同月比の 10 月の消費者物価指数は、食料費 5.9％、エネルギー関連費が 15.2％

と上がり、さらに新年度からは 30％もの電力料金の値上げが予定されています。

⑥ 急激な物価高騰の中、生活保護基準を引き上げるよう国に求めるべきと思いますが、

県の考えを尋ねます。

四、新型コロナウイルス感染症対策等について

県は、新型コロナウイルス感染拡大は、11 月 17 日、第８波に入ったとしました。新

規感染者もクラスターも８月のピーク時とほぼ同じです。

12 月７日現在の確保病床外の入院患者を含む病床使用率は 86.4％、662 人です。人

口 10 万人当たりの新規陽性者数は全国３位です。医療体制は危機的状況が継続してい

ます。12 月に入り、人の移動や行事も増える中、今後の感染拡大が心配されます。岸田

政権は、経済活動最優先で対策は成り行きまかせ、県・市町村任せです。

高齢者施設に元々いて感染し療養している入所者や従事者の支援は特に重要です。

① 感染拡大地域における高齢者施設等の従事者及び入所者の定期的なＰＣＲ検査につ

いて、積極的に実施すべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

子どもの感染が広がり子どもから家庭に、また、親が仕事に行けない状況が広がって

います。

② 児童施設・学校でのクラスターを把握し公表すべきと思いますが、県の考えを尋ね

ます。

大阪府では、９歳以下の子どもがいる家庭に検査キットを無料配布しています。

③ 感染に不安のある方が自宅で検査できるよう、子どものいる家庭に事前に検査キッ

トを無料配布すべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

県はコロナとインフルエンザが年末に同時流行した場合、患者は１日当たり最大計約

１万１３００人の可能性があると試算しています。同時流行での重症化リスクが高いと

されており、
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④ 新型コロナワクチン接種は市町村任せにせず県の責任で促進すべきと思いますが、

県の考えを尋ねます。

⑤ インフルエンザワクチン接種は県の責任で促進すべきと思いますが、県の考えを尋

ねます。

⑥ インフルエンザの予防接種の補助を県が行うべきと思いますが、県の考えを尋ねま

す。

五、高齢者福祉について

補聴器を購入する際に自治体が費用の一部を助成する補聴器購入助成制度が、10 月

31 日現在、全国 114 市町村で行われ、１年余りで約３倍という急速な広がりです。65

歳以上の軽・中等程度の難聴者を対象に、住民税非課税世帯などへの支援ですが、新潟

県では９割近い市町村で実施され、東京港区では 13 万円を補助しています。2017 年に

開かれたアルツハイマー国際会議では、難聴を放置することが認知症の最大のリスクと

報告されています。

さる 11 月 21 日、福島県高齢期運動連絡会が「高齢者の補聴器購入費用の助成を求め

る要望」を県に行いましたが、

① 「全国に誇れる健康長寿県」を目指すため、高齢者の補聴器購入の費用を補助すべ

きと思いますが、県の考えを尋ねます。

11 月 19 日、福島市内で 97 歳の高齢運転者の車が歩道に乗り上げ、歩行者が死亡する

重大事故が発生しました。日常的には認知症もなく一人暮らしができていたと言います

が、高齢というリスクは現実です。移動手段への多様な支援策が講じられていれば、あ

えて車を運転する必要はなかったかもしれません。交通権を人権として位置づけ、

② 総合的対策を講じ高齢者の移動手段を確保すべきと思いますが、県の考えを尋ねま

す。

福島市は７５歳以上の高齢者にバスと電車の無料化支援を行っています。私どもの試

算によると、仮に全県で同等の支援を行うとすれば、年間約１０億円程度と試算されま

す。

③ 県内７５歳以上の高齢者に対し路線バス等の無料化を県が実施する場合の事業費の

概算額を尋ねます。

④ 県として路線バス等の無料化に取り組むべきと思いますが、県の考えを尋ねます。
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田村市では、タクシー代の補助を行っており、１回５００円、往復で１０００円の補

助があり、高齢者を支えています。

⑤ 県として鉄道や路線バスの利用が困難な高齢者にタクシーの運賃を補助すべきと思

いますが、県の考えを尋ねます。

六、原発問題について

知事選挙では、汚染水・ＡＬＰＳ処理水の海洋放出問題は、県民の最大関心事となり、

大争点となりました。しかし、知事は賛否を言う立場にないとし何も語りませんでした。

選挙の当選をもって県民が海洋放出を認めたことにはなりません。

① 国に対し、汚染水・ＡＬＰＳ処理水の海洋放出反対を表明すべきと思いますが、知

事の考えを尋ねます。

専門家の意見を積極的に取り入れ、

② 汚染水を増やさないための抜本的な対策として、広域遮水壁の設置を国及び東京電

力に求めるべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

岸田首相は原発政策を大転換し、原発事故の反省もなく、現在の 10 基に加えさらに

７基の原発再稼働と新増設、運転期間の延長、さらに「次世代型革新炉」の開発・建設

なども推進しようとしていますが、今ある原発と危険性は基本的には変わりません。使

用済み燃料の処理も全く見通せません。

「原発回帰」は再エネ拡充にとって大きな障害になっています。再エネ電力が送電線

接続拒否を受けた事案が、2018 年～2021 年の間に九州電力だけで 250 回も起き、東北

電力でも起き本県の再エネ事業者も一時的に接続できませんでした。

「気候変動イニシアチブ」は、今年６月３日「今こそ再エネの導入加速を／気候変動

対策の強化を求める」と、212 の企業、長野県など 16 の自治体、72 のＮＧＯ・ＮＰＯ

などが名を連ね政府にメッセ―ジを送っています。

③ 原発事故の被害を受けた県として、原発の再稼働・新増設及び運転期間の延長は行

わないよう国に求めるべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

避難者に対する民事調停の中止についてです。

国家公務員宿舎等に入居している避難区域外からの原発避難者に対し、県は、今議会

も７世帯に対し民事調停の議案を提出していますが、民事調停が不調になれば自動的に

裁判になります。提訴による２倍家賃請求及び強引な退去は求めず、裁判を取り下げ、

今後も訴訟はやめるべきです。

④ 公務員宿舎に入居している避難指示区域外からの避難者等に対し、民事調停により

明け渡し等を求めるべきでないと思いますが、県の考えを尋ねます。
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七、石炭火力発電所の廃止と省エネルギーの推進について

国連気候変動枠組み条約第 27 回締約国会議・ＣＯＰ27 の開催に合わせて、気候変動

対策に後ろ向きな国に授与される恥ずべき「化石賞」を日本は３回連続受けました。理

由は、化石燃料に対する世界最大の拠出金を出してる国、また、石炭火力にアンモニア

や水素を混焼する誤った解決策を推進している国、石炭火発を温存するためのカモフラ

ージュという批判を受けた結果です。

化石燃料由来でない水素やアンモニアの技術は、いまだに実用化・商用化のめどはた

っていません。福島県はこのような烙印を押された国の姿勢そのままの方向です。

① 石炭火力発電の廃止を国に求めるべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

② 化石燃料を使った火力発電の延命につながる水素・アンモニアの混焼はやめるよう

国に求め、県としても推進すべきでないと思いますが、県の考えを尋ねます。

県民参加で再エネ・省エネを推進することが重要です。県は今議会の補正予算で、物

価対策の一環として、県民が省エネ家電を購入したり中小企業が省エネ設備を導入した

りする経費の一部を補助しますが、

③ 省エネ家電への買替え支援について、物価高騰対策という一過性のものではなく、

恒久的に行うべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

八、旧統一協会問題について

旧統一協会と自民党との深い癒着が問題になっています。共同通信のアンケート調査

では、県内自民党県議は９人が接点があったとしています。安倍元首相は親子三代で半

世紀にわたり日本の政治を歪め、憲法改定推進やジェンダー平等に敵対したり、日本共

産党への敵対などで互いに利用し合ってきました。国民の税金で旧統一協会教団の関連

団体が運営する海外の学校への資金提供まで行っています。

統一協会の聖典「原理主義論」は、韓国中心主義の思想で日本での霊感商法などの「成

果」は、韓国に送ることを当然視しています。そして重大なのは、統一協会が自民党の

議員と政策協定まで結び、国家主権にかかわる内政干渉をしていたことです。

この癒着構造を根本から解決することは、日本の政治と社会の前途にとって大変重要

です。宗教の名に値しない霊感商法や多額の献金など被害者救済を行い、知事自身も旧

統一協会との関わりを明らかにするとともに、今後一切関係を断つことです。

政府は洗脳下の罰則を伴う寄付禁止規定を新法に明記しない方向です。

① 県は、被害者救済のための実効ある措置を国に求めるべきと思いますが、県の考え

を尋ねます。



8

② 旧統一協会について、宗教法人の解散を国に求めるべきと思いますが、県の考えを

尋ねます。

九、健康保険証のマイナンバーカードへの一元化中止について

国は行政のデジタル化を進めるとして、2024 年 10 月から、国保の保険証を廃止して

マイナンバーカードへの一元化をはかる方針を示しました。任意であるはずのマイナン

バーカードを強制することにつながり、国民の健康に関するデータまで政府に集中・管

理されることになり、国の社会保障費や大企業の保険料負担の削減が最大の狙いです。

健康保険証とマイナンバーカードの一元化は行わないよう国に求めるべきと思いま

すが、県の考えを尋ねます。

十、農業支援について

農家は、米価下落と肥料、飼料、資材の高騰で何重もの苦しみにあえいでおり、農業

だけで生計を立てることが難しくなっています。

食料自給率 38％の日本にあって、このまま肥料代の高騰が続けば、米農家の 93％が

赤字になると言われています。農政の大転換が必要です。食料の自給率向上、農家支援

が緊急に求められています。

① 食料生産の危機という認識に立ち、農業者の所得確保のための支援が緊急に必要と

思いますが、県の考えを伺います。

配合飼料高騰に、多くの畜産農家からも悲鳴があがっています。農業団体には「やめ

るにやめられない、どうしたらやめられるのか」との相談が相次ぎ、自殺する農家も出

ています。川俣町では、畜産農家支援として、乳用牛１頭当たり３万 4,000 円の補助を

行っています。

昨年の米農家への種もみ支援は、ようやく今になってお金が入ってきていますが、あ

まりにも遅すぎるうえ、手続きが煩雑との声です。県は補正予算で肥料、飼料の補助を

行いますが、

② 県が実施する肥料及び飼料価格高騰対策について、手続きを簡素化するとともに、

農家へ補助金が速やかに交付されるようにすべきと思いますが、県の考えを尋ねま

す。

③ 肥料、飼料及び資材の高騰で深刻な影響を受けている農業者に対し、高騰前との差

額を全額補填するなど、支援を強化すべきと思いますが、県の考えを伺います。

十一、災害対策等について

気候危機の下で河川改修の促進が強く求められています。いわき市内の主な県管理河
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川は、夏井川、藤原川、鮫川ですが、2019 年の台風 19 号で夏井川を中心に大きな被害

を引き起こしました。災害後は維持管理費、河川改修費は増え、災害復旧は進んでいる

とはいえ、河川整備計画は 30 年かかると言います。気候危機の下での対策になってい

ない、予算も人員もそうなっていないので住民は心配をしています。

① いわき市内の県管理河川における河川整備計画の対象期間を見直し、整備を促進す

べきと思いますが、県の考えを尋ねます。

県民は市町村が作成したハザードマップはもらったが、どこにどのように避難したら

いいのかわからないと困惑しています。災害発生時の速やかな避難行動と、市町村の取

り組みを支援するために、

② 災害基本条例を制定し、県民が速やかに避難できるよう市町村を支援すべきと思い

ますが、県の考えを尋ねます。

十二、高校統廃合について

北海道教育委員会は、９月 12 日の文教委員会で、高校統廃合の現行指針を見直し、

望ましい学校規模としていた「１学年４～８学級」の項目を削除しました。

統廃合が生徒の遠距離通学の負担だけでなく、地域全体の重大問題になっていて、保

護者や関係者の粘り強い運動の結果、機械的な統廃合の考えを見直すことになったので

す。

田島高校と南会津高校の統廃合は、いまだに通学の手段や支援も明らかにされていな

い中で進めるというのは異常です。

① 今も住民合意が得られていない田島高等学校と南会津高等学校の統合は、一旦凍結

し見直すべきと思いますが、県教育委員会の考えを尋ねます。

② 住民合意のない県立高等学校の統廃合は凍結し、県立高等学校改革後期実施計画を

見直すべきと思いますが、県教育委員会の考えを尋ねます。

以上で私の質問を終わります。

【答弁】

一、県政運営について

内堀雅雄知事

宮川議員の御質問にお答えいたします。

県政運営についてであります。
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私はこれまでも、現場主義の理念の下、県内各地に足を運び、県民の皆さんの切実な

思いを伺いながら、それらを県政に反映させる努力を続けてまいりました。

さらに、今年４月からスタートした「新しい総合計画」の策定に当たりましても、幅

広い年代にわたって多くの県民の皆さんと意見交換を重ね、その思いや考えを計画に反

映いたしました。

県政の進むべき方向性を示す羅針盤であるこの計画では、「誰一人取り残さない多様

性と包摂性のある持続可能な社会の実現」という、ＳＤＧｓの理念を明確に位置付けて

おり、「貧困をなくそう」、「すべての人に健康と福祉を」、「質の高い教育をみんなに」

といった観点から、様々な施策を盛り込んでおります。

私はこれからも、県政の諸課題にしっかりと向き合い、県民の皆さんの思いを丁寧に

受け止め、着実に県政へ反映していくとともに、国に対しても、申し上げるべきことを、

しっかりと申し上げながら、全力で県政を運営してまいります。

次に、ＡＬＰＳ処理水の取扱いにつきましては、海洋放出に反対する意見、新たな風

評が生じることへの懸念や陸上保管による復興への影響を危惧する声など、様々な意見

が示されております。

このため、今月２日に、経済産業大臣に対し、改めて、関係者の理解醸成や万全な風

評対策に取り組むことなどを求めてきたところであり、特に、風評が強く懸念される水

産業については、生産から流通、消費に至る全体を捉えた総合的かつ強力な対策を継続

するとともに、生産回復が大きく立ち後れている本県の事業者が、将来にわたり持続可

能な漁業を実現できるよう、長期的な財源を十分に確保するよう求めてまいりました。

処理水の問題は、福島県だけではなく、日本全体の問題であり、県民や国民の理解を

深めていくことが重要であります。

引き続き、国に対し、国が前面に立って、関係者の声にしっかりと耳を傾け、その思

いを真摯に受け止めながら、信頼関係を構築し、理解が得られるよう取り組むとともに、

事業者が将来に向け安心して事業を継続していけるよう、行動計画に基づき、政府一丸

となって万全な風評対策を講じ、最後まで責任を全うするよう求めてまいります。

二、敵基地攻撃能力の保有を含めた防衛費の大幅な増額方針の撤回について

総務部長

防衛費増額の方針につきましては、我が国の防衛、安全保障政策に関わる重要な問題

であり、国会において、十分な議論がなされるべきと考えております。

三、物価高騰から暮らしと生業を支援することについて

商工労働部

最低賃金につきましては、国が法律に基づき、労働者の生計費や賃金、さらには、企
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業の生産活動などの経済指標等を考慮して決定するものと考えております。

次に、いわゆるインボイス制度の導入につきましては、国において、地域経済や中小

企業者への影響等を十分配慮の上、判断されたものと考えております。

次に、売上げが減少した事業者への支援につきましては、全国知事会を通して、事業

復活支援金と同様の支援策の創設などを、国に要望してきたところであり、臨時国会に

おいて、事業再構築補助金の再編等を含む補正予算が成立したところであります。

県といたしましては、伴走支援型特別資金等により、事業者の資金繰りを支援してま

いります。

教育長

市町村立小中学校における給食費につきましては、学校給食法により保護者が負担す

ることとされており、その在り方は、学校の設置者である市町村が判断すべきものであ

ることから、県教育委員会による支援については困難であると考えております。

次に、県立高校における１人１台タブレット端末につきましては、今年度の入学生か

ら、学校でも家庭でも文房具として学習活動に活用できるよう個人所有により導入した

ところであり、既に所有しているものを使用するか、新たに購入することとしておりま

す。

新たに購入する場合には、３年間の保証が付いた推奨機を設定したほか、世帯所得に

応じた補助を行っており、今後とも、保護者の負担軽減を図るとともに、個人所有端末

のメリットをいかした教育活動の充実に取り組んでまいります。

保健福祉部長

生活保護基準につきましては、基準の見直しによる受給者の生活に与える影響に加え、

今般の物価高騰による影響を検証するなど、不断の見直しを行うよう全国知事会を通じ

て国に求めております。

四、新型コロナウイルス感染症対策等について

保健福祉部長

次に、高齢者施設等における定期的なＰＣＲ検査につきましては、感染拡大地域にお

いて、保健所等の判断により従事者への検査を実施する体制を継続しているところであ

ります。

また、入所者につきましては、感染が疑われる場合に、医師の判断によりＰＣＲ検査

を実施しております。
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次に、児童施設・学校でのクラスターの把握と公表につきましては、陽性者の全数届

出の全国一律見直しに伴い、発生届出の対象者が 65 歳以上の方や入院を要する方など

に限定されたことにより、高齢者施設や医療機関等に係るクラスターの把握・公表とな

ったところであります。

次に、子どものいる家庭への検査キットの事前無料配布につきましては、検査キット

配布センターにおいて、65 歳未満かつ重症化リスクのない濃厚接触者からの申込みに

より配送し、症状が出たときに自宅で検査できる体制を整備しております。

次に、新型コロナワクチン接種につきましては、県自ら大規模接種を実施するととも

に、市町村の要望に応じて接種会場に県立医科大学の医師を派遣しております。

また、各種媒体を活用し、年末までにオミクロン株対応ワクチンの接種完了を促す広

報を実施するなど、ワクチン接種の促進に取り組んでまいります。

次に、インフルエンザワクチン接種につきましては、ワクチンの有効性等について、

ホームページやリーフレット等を活用し、幅広く周知を図ることで、接種の促進を図っ

てまいります。

次に、インフルエンザ予防接種の補助につきましては、市町村の判断により、定期接

種対象者や任意接種希望者への一部補助を実施しております。

県といたしましては、ワクチンの有効性等について周知を図り、接種を促進してまい

ります。

五、高齢者福祉について

保健福祉部長

次に、補聴器購入費用の補助につきましては、高齢者を含め、年齢を問わず、身体障

害者手帳所持者に対し、補装具としての補聴器購入費用の一部を支給しているところで

あります。

生活環境部長

高齢者の移動手段の確保につきましては、広域路線バスを維持するための支援に加え、

市町村が運行する乗合バスや実証事業等への支援を行っているところであります。今後

とも、地域の実情を踏まえながら、市町村と連携し、高齢者の移動手段の確保に取り組

んでまいります。
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次に、高齢者に対する路線バス等の無料化を実施する場合の事業費の概算額につきま

しては、それぞれの地域において、交通機関の運行状況や人口構成比等の状況が異なる

ため、一概に試算をすることは困難であると考えております。

次に、路線バス等の無料化につきましては、一部の市町村やバス事業者において、独

自に無料化や割引制度を実施しているところであり、県では、乗合バスを運行している

事業者や市町村に対し、路線を維持するための補助を行っております。引き続き、市町

村や事業者と連携しながら、高齢者の移動手段の確保に努めてまいります。

次に、高齢者に対するタクシーの運賃補助につきましては、高齢者の通院や買物を支

援するため、デマンド型乗合タクシーの運行や、一般のタクシーを活用した実証事業に

取り組む市町村に対し、補助を行っているところであります。引き続き、地域の実情に

応じ、高齢者等の交通弱者対策に取り組む市町村を支援してまいります。

六、原発問題について

危機管理部長

汚染水の発生抑制対策につきましては、ＡＬＰＳ処理水の放出量を抑制するためにも

重要であることから、今月２日、国に対し、改めて、汚染水発生量の更なる低減に向け

様々な知見や手法を検討し、原子炉建屋等への地下水や雨水等の抜本的な流入抑制対策

に取り組むよう求めたところであり、引き続き、廃炉安全監視協議会等により、国及び

東京電力の取組を確認してまいります。

企画調整部長

原発の再稼働等につきましては、国の原子力政策に関わるものであり、福島第一原発

事故の現状と教訓を踏まえ、何よりも住民の安全・安心の確保を最優先に、国において

検討されるべきものと考えております。

避難地域復興局長

国家公務員宿舎に入居している避難者等につきましては、現地相談会などを通じて個

別の事情を丁寧に伺い、関係機関とも連携しながら、安定した住まいの確保など生活再

建に向けた支援に努めてまいりましたが、明渡しや支払いに応じていただけず、使用料

等未納分の時効が到来することから、民事調停の申立てもやむを得ないとの判断に至っ

たものであります。

七、石炭火力発電所の廃止と省エネルギーの推進について

企画調整部長
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次に、石炭火力発電につきましては、国が昨年策定したエネルギー基本計画において、

2030 年時点でも石炭火力を一定程度活用する方針が示されており、これは、国におい

て、電力の安定供給を確保しつつ、2050 年カーボンニュートラルの実現を目指し、検討

されたものであると認識しております。

次に、水素・アンモニアの混焼につきましては、水素・アンモニアは、国のエネルギ

ー基本計画において、カーボンニュートラルの実現に向けた有力な選択肢とされており

ます。発電所における導入については、国の方針や実証試験等の結果に基づき、事業者

において判断されるものであり、県といたしましては、その動向を注視し、事業者や地

元自治体と適時適切に情報共有等を行ってまいります。

生活環境部

次に、省エネ家電買替え支援につきましては、国が創設した電力等価格高騰支援のた

めの地方創生臨時交付金を活用して、電子ポイント等の還元を行うための経費を 12 月

補正予算に計上いたしました。

ＬＥＤ照明など、省エネ家電への転換は、光熱費の負担軽減や二酸化炭素の排出削減

にもつながることから、引き続き、その効果を分かりやすく周知するなど、家庭におけ

る省エネの推進に取り組んでまいります。

八、旧統一協会問題について

生活環境部

次に、被害者救済につきましては、現在、新たな法律の制定に向けて議論が進められ

ているところであり、国において、判断されるものと考えております。

総務部長

次に、旧統一教会につきましては、主たる事務所が所在する都道府県以外にも境内建

物を備える宗教法人であることから、宗教法人法の規定に基づき文部科学大臣が所轄す

るものであり、国において対応がなされるものと認識しております。

九、健康保険証のマイナンバーカードへの一元化中止について

保健福祉部長

次に、健康保険証とマイナンバーカードの一元化につきましては、現在、国において

具体的な制度設計などを検討しているところであり、県といたしましては、その動向を

注視してまいります。

十、農業支援について
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農林水産部長

農業者の所得確保のための支援につきましては、農業経営が耕地面積や担い手の減少、

物価高騰など厳しい状況にあることを踏まえ、園芸品目の導入による収益性の向上、経

営所得安定対策の活用や収入保険への加入促進などにより、収入の安定化に引き続き取

り組んでまいります。

次に、肥料及び飼料価格高騰対策につきましては、国の肥料価格高騰対策事業や配合

飼料価格安定制度で確認済みの書類は添付不要とするなど手続の簡素化を図り、事業実

施主体が農家に対して速やかに補助金を交付できるよう取り組んでまいります。

次に、肥料等の高騰の影響を受けている農業者への支援につきましては、肥料の節減

や自給飼料の拡大に向けた技術的な対策を始め、物価高騰の影響を緩和するための稲作

農家や酪農家等への経費支援を行うとともに、農家経営安定資金による金融支援を実施

してまいりました。

今後は、肥料や配合飼料、鉢花等の生産資材の価格高騰分の一部を助成するなどきめ

細かな支援を行ってまいります。

十一、災害対策等について

土木部

河川整備計画につきましては、整備の目標や実施に関する事項を定めた法定計画であ

り、対象期間は 20 年から 30 年程度とされていることから、いわき市内の県管理河川の

計画もこれを踏まえて策定しているところであります。

県といたしましては、計画に基づき、国の社会資本整備総合交付金等を活用しながら、

河川整備の促進を図ってまいります。

危機管理部

次に、県民の速やかな避難につきましては、災害から命を守るために重要であること

から、市町村と連携し、マイ避難の普及啓発や住民参加の避難訓練等を通じ、県民の防

災意識の向上に取り組んでおります。

今後も、地域での出前講座や防災セミナーでハザードマップを活用しながら、マイ避

難の取組を一層推進するとともに、要支援者に係る市町村の個別避難計画の作成を支援

するなど、市町村と連携し、県民が速やかに避難できるよう避難対策に取り組んでまい

ります。

十二、高校統廃合について

教育長
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次に、田島高校と南会津高校の統合につきましては、これまで地域の皆様に再編整備

の必要性と統合校の方向性を丁寧に説明するとともに、通学に不安を抱える生徒や保護

者の声に応え、寄宿舎の整備を進めるほか、現在、通学バスの運行について南会津町と

協議を行っております。

引き続き、来年４月の開校に向け、地域の御意見を踏まえながら魅力的な学校づくり

に取り組んでまいります。

次に、県立高等学校改革後期実施計画につきましては、急激に進む少子化の中でも、

よりよい教育環境を提供するため、10 年間を見通して改革の方向性を示した基本計画

に基づき、後半５年間の具体的な実施方針として策定したものであります。

これまでに再編整備の対象となる全ての地域において改革懇談会を開催し、統合の必

要性や方向性について、いずれも御理解をいただいたところであります。

引き続き、統合校の特色化に向け、地域の御意見を伺いながら、魅力ある学校づくり

を進めてまいります。

【再質問】

宮川県議

再質問させていただきます。

まず知事に３期目の県政運営について再質問します。

知事は、国に対して申し上げることは申し上げてきたと言いますが、一番肝心なこと

は申し上げてないと思います。原発事故から間もなく 12 年になりますが、現実は全く

見えていない原発の収束状況です。汚染水の海洋放出問題であり、風評の問題です。汚

染水を海洋放出し続けてこの先どうなるのか、東電が言っているだけで 30 年以上も流

し続けることになるわけです。避難者は県発表でもいまだに３万人近くいます。

このような中で、岸田政権は原発再稼働を進めようとしているわけです。福島県を見

たら再稼働を進める状況ではない。当然だと思います。このことをちゃんと国に言うべ

きだと思います。申し上げるべきことを申し上げていない、私は知事が（これまで）言

ってこなかった、このことは本当に問題だと思います。

また、深刻なコロナや物価対策ですが、国民負担をこんなに増やして、暮らしも生業

も農業もやっていけないと言っているのに、軍事費を 43 兆円もつぎ込んでいく政府で

す。県民の命と暮らしを守れるのかと思います。

これらのことについて、国に対して言うべきことは言うべきです。このことが、福祉

型の県政を進める基本であると思いますし、３期目の県政運営の基本であると思います。

再度、知事の考えをお聞きいたします。
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それから、知事にもう一点です。

汚染水・ＡＬＰＳ処理水問題についてです。私たちは、新たな汚染水を増やさないた

めの広域遮水壁の建設を提案しています。選挙でも多くの県民から期待が寄せられまし

た。

知事は、放出を前提にした風評対策を強調していますが、国は、このような提案に具

体的に何ら語らず、納得いく説明もしない、あくまで反対という漁業者の理解も得ず進

めようとしているわけです。このことに対して、（知事は）何も言わないでいいのか、

推進する立場なんですかということなんですよね。

お隣の宮城県知事は、漁業者も反対しているし、反対の立場だと明確に言っています。

議会も自民党も含めて反対しています。

国に対して、説明せよ、関係者の理解を得よ、風評対策ということよりも、まず知事

は、国に対しきっぱり反対の表明をすべきですが、再度質問いたします。

それから教育長に、学校給食費無料化について再質問します。

県が行った今年 11 月発表の県政世論調査では、国、県、市町村に期待する子育て環境

の整備や少子化対策についての施策では、第１位が子育て世帯への経済的支援で56.1％、

第２位が教育費の軽減で 48.9％です。子どもが３人いると給食費は、月１万５千円か

かります。女性団体のアンケート調査では、教育費の負担で大きいのが給食費と答えて

います。特に現在の厳しい暮らしの中で経済的支援は本当に強い要求で、市民運動も広

がってきています。

千葉県が県として、来年１月から３人目に市町村と費用を分担して支援することが決

まりました。子育てしやすい県を掲げる福島県こそ率先して、県民の期待に応えていた

だきたいと思いますが、再度質問します。

同じく教育長に、高校入学時のタブレット無償貸与についてです。

２年後に岩手県も無償貸与を実施することになりました。これで、全国半分の県が無

償貸与を実施することになります。福島県も無償貸与を行うべきですが、再度質問しま

す。

同じく教育長に、南会津高校と田島高校の統廃合についてです。

ここまで来ても、バスの運行や負担についてはっきりしていません。学校に通えるか

どうかがわからないのです。検討中でどうするんですか。学ぶ権利を奪うことになって

しまうのではないですか。この統廃合こそ、民主主義を無視したやり方ではありません

か。（南会津高校と田島高校の統廃合は）いったん凍結すべきです。再質問します。
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【再答弁】

内堀雅雄知事

宮川議員の再質問にお答えいたします。

原子力災害、コロナ対策等のさまざまな問題を含む県政運営につきまして、私はこれ

までも、そしてこれからもさまざまな相手や場面に応じ、申し上げるべきことはしっか

りと申し上げてまいります。

次のＡＬＰＳ処理水につきましては、今般、経済産業大臣に対し、関係者の声にしっ

かり耳を傾け、その思いを真摯に受け止めながら、信頼関係を構築し理解が得られるよ

う取り組むとともに、万全な風評対策に取り組むことを強く求めてまいりました。

引き続き、国および東京電力に対し、関係者としっかりと向き合い、誠意をもって丁

寧に説明を尽くすとともに、行動計画に基づき、政府一丸となって万全な風評対策を講

じ、最後まで責任を全うするよう求めてまいります。

教育長

市町村立学校における給食費のあり方は、給食費の全額補助も含め学校の設置者であ

る市町村が判断すべきものであることから、県教育委員会による支援については困難で

あると考えております。

次に、１人１台端末につきましては、学校でも家庭でも活用できる文房具として、さ

らには卒業後も続けて使用できるよう、自分に合った自分専用の端末を購入していただ

くことといたしました。なお、家庭の経済状況に配慮が必要であることから、世帯所得

に応じた補助を行う支援策を講じたところであります。

次に、田島高校と南会津高校の統合につきましては、少子化の急激な進行など、社会

環境の変化の中で、地域により良い学びの場を確保していくためには、統合は避けられ

ないと考えております。令和５年４月の開校に向け、地域と連携した学びのあり方を南

会津町と協議をしながら、魅力ある学校づくりをすすめてまいります。

【再々質問】

宮川県議

再々質問します。
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生活環境部長に、高齢者へのバス等無料化での事業費について再質問です。

高齢化が進んでいて、誰もが利用しやすい公共交通の要望はどこにいっても出されま

す。私はこれまで何度もこの問題を取り上げてきました。取り組みを前進させる時だと

思います。本当に誰もが願っています。事業費の概算を把握することはその第一歩では

ないかと思います。福島市と他の地域はもちろん違いますが、地域の状況をそれぞれつ

かんで全県的にどうなっているか把握して、そしてやるべきだと思います。私は概算費

用を 10 億円と計算しましたが、どうですか。再度お聞きしたいと思います。

それから農林水産部長に、肥料、飼料の価格高騰対策の手続きの簡素化と補助金の交

付についてです。

昨年 12 月の補正予算、１年前ですね。種もみ支援金は１反当たり 500 円ですよ。そ

れを１年待たせた、今になってやっと出たんですよ。あまりにも農業者の立場に立って

いないのではないですか。こんなことで本当に農業者を支援するということになるので

しょうか。

手続きがいろいろあることはわかりますが、実質的に役割を果せない。いま酪農の支

援、そして肥料支援と言ってますが、お金が出る頃には、その事業者が生き残っている

と思いますか。私はその立場に立った支援が求められていると思います。手続きの簡素

化と速やかな交付を求めますが再度答弁をお願いします。

それから、知事です。

さまざまな場面で申し上げることは申し上げてきたと言いますけれども、本当に原子

力災害の問題、この福島県の最大の問題で、これだけのことを抱えているわけですよね。

それを（国は原発）再稼働すると（言っている）。本当にこの（福島の）教訓を全く国

は蔑ろにしている。あの大事故のことを思い出してください。そういうことをやってい

いのかと、私は本当に思います。

南海トラフの問題、北海道・東北沖地震の問題、どういうふうなことになっていくか、

こういうことも出されているわけですよね。教訓を全く無視して、そして再稼働、新増

設、60 年を超える運転延長。この福島県の教訓を国に言うのは知事だと思います。私は

そのことを強く求めたいと思いますが、このことが県民の立場に立った「言うべきこと

は言う」県政の運営だと思います。知事の考えを再度お聞きします。

それから、汚染水・ＡＬＰＳ処理水の問題です。

風評の問題、いろいろ言いますが、流さないのが一番の風評対策なんですよ。そして

いろいろ建設的なことを提案しているわけです、それを具体的にすすめようとしない。

それが今の国の姿勢です。私ははっきりと反対を表明すべきだと思いますが、再度お聞

きします。
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【再々答弁】

内堀雅雄知事

宮川議員の再質問にお答えいたします。

県政運営につきましては、私は知事就任後も、県内原発の全基廃炉、中間貯蔵施設の

30 年以内の県外最終処分の法定化、あるいは避難地域の復興にかかる制度、財源の確

保など、福島県として申し上げるべきことはしっかりと申し上げてきたところでありま

す。

今後とも、原発事故に見舞われた福島県として、政府あるいは東京電力に対し、申し

上げるべきことを申し上げてまいります。

次に、ＡＬＰＳ処理水の取り扱いにつきましては、福島県だけではなく、日本全体の

問題であり、県民や国民の理解を深めていくことが重要であります。引き続き国に対し、

政府一丸となって、関係者への丁寧な説明や情報発信の充実強化、さらに万全な風評対

策に責任をもって取り組むよう求めてまいります。

生活環境部長

路線バス等の無料化を県が実施する場合の事業費の概算額の積算についてでござい

ますが、現在実施されております地域とそれ以外の地域では、路線バスや電車の運行状

況や、人口構成比等、地域の実情が大きく異なることから、一概に試算することは困難

と考えております。

農林水産部長

県が実施する肥料および飼料価格高騰対策事業の補助金につきましては、国の肥料価

格高騰対策事業や配合飼料価格安定制度で確認済みの書類は添付不要とするなど、手続

きの簡素化を図るとともに、農家の購入実績が確定後、事業実施主体から順次、速やか

に交付できるよう取り組んでまいります。

以上




